
　
2
0
1
2
年
か
ら
3
年
間
の
設
備
投
資
の
動
向
を
み
る

と
、経
常
利
益
は
大
き
く
増
加
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
伸
び
は
緩
や
か
で
あ
る（
※
1
）。国
内
市
場
の
縮
小
が
懸

念
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
要
因
と
考
え
ら
れ
る
が
、企
業
が
設
備

投
資
を
積
極
的
に
行
う
余
地
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　「
設
備
投
資
計
画
調
査
」に
よ
る
と
、製
造
業
で
は
、07
年
に

は
能
力
増
強
を
目
的
と
し
た
設
備
投
資
が
4
2
．8
%
を
占

め
て
い
た
が
、15
年
は
2
2
．2
%（
※
2
）に
ま
で
低
下
し
、新

製
品
・
製
品
高
度
化
な
ど
を
動
機
と
す
る
設
備
投
資
割
合
は

増
加
し
た
。製
造
業
各
企
業
は
設
備
投
資
抑
制
を
図
る
中
で

（
※
3
）、量
か
ら
質
へ
の
転
換
を
進
め
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

　
人
口
減
少
の
中
で
、規
模
追
求
の
設
備
投
資
を
縮
小
さ
せ

る
こ
と
は
、企
業
の
合
理
的
行
動
と
も
考
え
ら
れ
る
。一
方
、新

製
品・製
品
高
度
化
な
ど「
質
向
上
の
た
め
の
設
備
投
資
」を

行
っ
た
企
業
の
収
益
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。設
備
投
資
総

額
と
前
述
の
動
機
別
の
設
備
投
資
割
合
か
ら
質
向
上
の
た
め

の
設
備
投
資
額
を
算
出
し
、利
益
率
と
の
関
係
を
調
べ
た
。そ

の
結
果
、2
0
0
0
年
代
に
質
向
上
の
た
め
の
設
備
投
資
額
を

増
や
し
た
輸
送
用
機
械
な
ど
、過
去
に
質
向
上
の
た
め
の
設
備

投
資
を
行
っ
た
業
種
ほ
ど
、総
資
本
利
益
率（
R
O
A
）（
※
4
）

が
高
く
な
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。単
に
設
備
投
資
の
量
を
拡
大

す
る
の
で
は
な
く
、新
製
品
の
生
産
や
製
品
・サ
ー
ビ
ス
の
高

度
化
な
ど
付
加
価
値
向
上
に
つ
な
が
る
設
備
投
資
を
実
行
で

き
る
か
が
、日
本
企
業
の
収
益
率
向
上
の
鍵
に
な
っ
て
い
る
。

　
日
本
政
策
投
資
銀
行
の
調
査
に
よ
る
と
、製
造
業
で
約
半

数
、非
製
造
業
で
約
6
割
の
企
業
が
中
長
期
的
な
成
長
市
場

の
開
拓
を
行
っ
て
い
な
い
と
答
え
て
い
る
。本
業
で
収
益
確
保

を
見
込
む
こ
と
が
主
な
理
由
で
あ
る
が
、A
I
や
I
o
T
な
ど

の
新
し
い
技
術
に
よ
り
産
業
構
造
が
変
化
し
て
い
る
中
で
、新

技
術
を
用
い
た
設
備
投
資
を
行
い
、新
た
な
製
品
や
サ
ー
ビ
ス

を
生
み
出
す
余
地
は
あ
る
は
ず
だ
。

　
新
市
場
開
拓
を
目
的
と
し
た
投
資
を
進
め
る
こ
と
で
、投

資
を
消
費
や
所
得
向
上
な
ど
好
循
環
の
実
現
に
つ
な
げ
る
こ

と
は
十
分
可
能
で
あ
る
。企
業
が
、先
端
技
術
へ
の
投
資
、人

材
の
長
期
育
成
な
ど
、将
来
の
付
加
価
値
向
上
に
つ
な
が
る
投

資
を
行
う
こ
と
が
、日
本
経
済
の
中
長
期
的
な
成
長
の
た
め
に

不
可
欠
だ
。
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【経 営】

質向上のための設備投資が
成長の鍵

政策・経済研究センター　坂本 貴志

●企業収益の改善に比して設備投資の伸びは緩やか。

●過去に「質向上のための設備投資」を行った企業ほど、最近のROA水準が高い。

●中長期的な成長のためには、付加価値向上につながる投資が不可欠。

（
※
1
）リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
の
景
気
拡
張
期
で
あ
る
2
0
0
0
年
か
ら
07

年
ま
で
は
、経
常
利
益
が
同
5
2
．4
%
増
に
比
し
て
設
備
投
資
は

同
2
7
．9
%
増
と
堅
調
に
増
加
し
た
が
、12
年
か
ら
15
年
ま
で
の

3
年
間
は
、経
常
利
益
の
伸
び
が
同
4
2
．8
%
増
で
あ
る
の
に
対

し
、設
備
投
資
は
同
1
3
．5
%
増
と
設
備
投
資
の
伸
び
は
緩
や
か
。

（
※
2
）2
0
1
5
年
は
計
画
ベ
ー
ス
。

（
※
3
）財
務
省「
法
人
企
業
統
計
」に
よ
れ
ば
、製
造
業
の
設
備
投
資
額
は
、

2
0
0
7
年
か
ら
15
年
に
か
け
て
5.5
兆
円
減
少
。

（
※
4
）総
資
本
利
益
率（
R
O
A
）＝
経
常
利
益
／
総
資
産
。

［図］ROAと質向上のための設備投資

出所：財務省「法人企業統計」、政策投資銀行「設備投資計画調査」より三菱総合研究所作成

注1：円の大きさは、2014年度
の設備投資額。

注2：「質向上のための設備
投資」は、設備投資総額
に、設備投資動機のうち
「新製品・製品高度化」
「合理化・省力化」「研究
開発」の占める割合を乗じ
て算出。

R
O
A（
2
0
1
2
年
度
か
ら
2
0
1
4
年
度
ま
で
の
平
均
）

（倍）
質向上のための設備投資の伸び（2006年度／2000年度）
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